
平 成1８年 ３月期 個別中間財務諸表の概要

スズデン株式会社 平成 17年 11月 14日
７４８０ 上場取引所 東

（ＵＲＬ　http://www.suzuden.co.jp/） 本社所在都道府県 東京都

取締役上席執行役員
Ｔ Ｅ Ｌ  (０３) ５６８９－８００１

平成 17年 11月 14日 中間配当制度の有無 有　・　無
平成 17年 12月  9日 単元株制度採用の有無 有 (１単元100株) ・ 無

１.17年9月中間期の業績(平成 17年 4月 1日～平成 17年 9月30日)
(1)経営成績 (注)記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
( ) ( ) ( )
( ) ( ) ( )

百万円 円     銭
( )
( )

(注) 1.期中平均株式数
株 株 株

     2.会計処理の方法の変更 有 ・ 無
     3.売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況

円   銭
00
00

円 銭

(3)財政状態

百万円 百万円 ％  円   銭

(注) 1.期末発行済株式数
株 株 株

2.期末自己株式数
株 株 株

２.18年3月期の業績予想(平成 17年 4月 1日～平成18年 3月31日)

 百万円  百万円  百万円

(参考)1株当たり予想当期純利益（通期） 円 銭
※ 上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成しておりますので、
実際の業績は今後の要因により予想数値とは異なる場合があります。
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２．中 間 財 務 諸 表

 (1) 中 間 貸 借 対 照 表 

金     額 構成比 金     額 構成比 金     額 構成比
% % %

Ⅰ

1. 3,030,113 3,127,327 3,690,937 

2. 6,391,318 5,682,673 5,810,081 

3. 6,140,962 5,698,506 6,009,020 

4. 1,302,725 1,250,094 1,486,959 

5. 166,503 125,393 145,516 

6. 261,953 251,040 251,674 

7. △ 59,860 △ 12,548 △ 23,711 

17,233,717 72.4 16,122,488 67.7 17,370,479 71.7

Ⅱ

1.

(1) 999,212 1,052,571 1,087,222 

(2) 3,838,799 5,196,377 4,260,972 

(3) 73,290 56,607 67,012 

4,911,302 20.7 6,305,556 26.5 5,415,207 22.4

2. 148,402 0.6 142,639 0.6 149,077 0.6

3.

(1) 505,757 485,984 486,759 

(2) 1,233,398 969,893 1,003,706 

(3) △ 244,353 △ 208,199 △ 212,867 

1,494,802 6.3 1,247,678 5.2 1,277,597 5.3

6,554,506 27.6 7,695,874 32.3 6,841,882 28.3

23,788,224 100.0 23,818,362 100.0 24,212,362 100.0

そ の 他

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

投 資 その 他 の 資 産

（資 産 の 部 ）

た な 卸 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

 (単位：千円)

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

当中間会計期間末前中間会計期間末

科 目

期 別

( 平成17年 3月31日 )( 平成16年 9月30日 ) ( 平成17年 9月30日 )

繰 延 税 金 資 産

流 動 資 産

固 定 資 産

流 動 資 産 合 計

有 形 固 定 資 産

建 物

土 地

貸 倒 引 当 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

投資その他の資産合計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

前 事 業 年 度 の
要約貸借対照表



( 平成16年 9月30日 ) ( 平成17年 9月30日 ) ( 平成17年 3月31日 )

金     額 構成比 金     額 構成比 金     額 構成比
% % %

Ⅰ

1. 3,218,073 2,516,437 2,911,716 

2. 3,138,527 3,054,064 3,620,971 

3. 1,200,000 1,750,000 1,800,000 

4. 426,800 283,000 451,000 

5. 289,000 173,870 178,498 

6. 306,732 329,328 336,783 

8,579,132 36.1 8,106,700 34.0 9,298,968 38.4

Ⅱ

1. 100,000 100,000 100,000 

2. 1,150,000 1,287,500 550,000 

3. 1,067,609 1,057,805 1,061,363 

4. 80,350 75,430 80,350 

5. 127,625 121,494 130,760 

2,525,584 10.6 2,642,230 11.1 1,922,474 7.9

11,104,717 46.7 10,748,931 45.1 11,221,443 46.3

Ⅰ 1,819,230 7.6 1,819,230 7.6 1,819,230 7.5

Ⅱ

1. 1,527,493 1,527,493 1,527,493 

2.

─    10,130 1,602 

1,527,493 6.4 1,537,623 6.5 1,529,095 6.3

Ⅲ

1. 281,371 281,371 281,371 

2. 7,895,000 7,895,000 7,895,000 

3. 1,529,212 1,800,157 1,808,703 

9,705,584 40.8 9,976,528 41.9 9,985,075 41.3

Ⅳ 66,396 0.3 94,354 0.4 74,072 0.3

Ⅴ △ 435,197 △ 1.8 △ 358,305 △ 1.5 △ 416,554 △ 1.7 

12,683,506 53.3 13,069,431 54.9 12,990,918 53.7

23,788,224 100.0 23,818,362 100.0 24,212,362 100.0

資 本 合 計

中間(当期)未処分利益

利 益 剰 余 金 合 計

その他有価証券評価差額金

自 己 株 式

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

任 意 積 立 金

資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

自 己 株 式 処 分 差 益

その 他 資 本 剰 余 金

負 債 ・資 本 合 計

( 負 債 の 部 )

( 資 本 の 部 )

固 定 負 債

そ の 他

流 動 負 債 合 計

未 払 法 人 税 等

賞 与 引 当 金

負 債 合 計

科 目

当中間会計期間末

固 定 負 債 合 計

そ の 他

長 期 借 入 金

短 期 借 入 金

（単位：千円）

退 職 給 付 引 当 金

役員退職慰労引当金

当中間会計期間末

流 動 負 債

支 払 手 形

買 掛 金

期 別

社 債

前 事 業 年 度 の
要約貸借対照表



 (2) 中 間 損 益 計 算 書 

金     額

% % %

Ⅰ 20,973,273 19,701,592 41,319,026 

Ⅱ 17,813,916 16,702,076 35,056,366 

3,159,356 2,999,515 6,262,659 

Ⅲ 2,488,624 2,477,668 4,979,548 

670,732 521,847 1,283,110 

Ⅳ 171,780 157,694 336,488 

Ⅴ 39,887 43,137 79,957 

802,625 636,404 1,539,642 

Ⅵ 62,734 34,105 116,727 

Ⅶ 60 123,600 86,055 

865,300 546,908 1,570,313 

410,117 267,554 688,299 

0

△ 17,651 7,092 17,108 

472,834 272,262 864,906 

1,056,589 1,527,895 1,056,589 

0

0

210 ─    ─    

─    ─    112,791 

0

1,529,212 1,800,157 1,808,703 

金     額

84.8 84.8 

(
百分比金     額

84.9 

百分比

0.3 

0.6 0.2 

3.1 

3.7 

0.2 

0.8 

0.2 

3.2 

15.2 

12.1 

0.8 

0.2 

過年度税効果調整額(貸方)

0.8 

0.2 

過年度法人税､住民税及び事業税

3.8 

0.3 

0.0 

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益

3.8 4.1 2.8 

15.1 

0

15.2 

12.6 11.9 

2.6 3.2 

中間(当期 )未処分利益

中間配当に伴う利益準備金積立額

中 間 配 当 額

売 上 総 利 益

営 業 利 益

経 常 利 益

税引前中間(当期)純利益

販売費及び一般管理費

前 期 繰 越 利 益

自 己 株 式 消 却 額

(単位：千円)

100.0 

前 中 間 会 計 期 間

100.0 

前 事 業 年 度 の
要 約 損 益 計 算 書

(
自 平成16年 4月 1日

100.0 

自 平成17年 4月 1日

当 中 間 会 計 期 間

( )
百分比

) 至 平成17年 3月31日 )至 平成17年 9月30日

自 平成16年 4月 1日

至 平成16年 9月30日

0.0 0.0 

期 別

特 別 損 失

売 上 高

売 上 原 価

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

科 目

特 別 利 益

自 己 株 式 処 分 差 損

1.4 

法人税､住民税及び事業税 1.7 1.4 

2.3 

1.9 

法 人 税 等 調 整 額 △ 0.1 

2.1 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

1.資産の評価基準及び評価方法 1.資産の評価基準及び評価方法 1.資産の評価基準及び評価方法
(1)有価証券 (1)有価証券 (1)有価証券
子会社株式 子会社株式 子会社株式
移動平均法による原価法 同左 　同左同左

その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券
　同左時価のあるもの 　同左 時価のあるもの
当中間期末日の市場価格等に基づく 当期末日の市場価格等に基づく
時価法（評価差額は、全部資本 時価法（評価差額は、全部資本
直入法により処理し、売却原価は 直入法により処理し、売却原価は
移動平均法により算定） 移動平均法により算定）

時価のないもの 時価のないもの
移動平均法による原価法 移動平均法による原価法

(2)たな卸資産 (2)たな卸資産 (2)たな卸資産
商品 同左 　同左
在庫品

：移動平均法による
低価法
：移動平均法による
原価法

引当品 ・・・・個別法による原価
法

貯蔵品 最終仕入原価法

2.固定資産の減価償却の方法 2.固定資産の減価償却の方法 2.固定資産の減価償却の方法
(1)有形固定資産 (1)有形固定資産 (1)有形固定資産
定率法 同左 同左
平成10年4月1日以降に取得した建物
(建物附属設備を除く)については定額法
なお、主な耐用年数は次のとおりであり
ます。

(2)無形固定資産 (2)無形固定資産 (2)無形固定資産
定額法 同左 同左
なお、主な耐用年数は次のとおりであり
ます。
自社利用のソフトウェア 5年

3.引当金の計上基準 3.引当金の計上基準 3.引当金の計上基準
(1)貸倒引当金 (1)貸倒引当金 (1)貸倒引当金
 債権の貸倒れによる損失に備える 同左 同左
ため、一般債権については貸倒実績
率により､貸倒懸念債権等特定の債権
については個別に債権の回収可能性
を検討し、回収不能見込額を計上して
おります。

(2)賞与引当金 (2)賞与引当金 (2)賞与引当金
　従業員の賞与の支給に備えるため、 　同左 　同左
支給見込額基準により計上しておりま
す。

)自　平成16年 4月 1日
至　平成17年 3月31日( 自　平成17年 4月 1日自　平成16年 4月 1日

至　平成16年 9月30日 ) 至　平成17年 9月30日( ) (

・・・・
電 線

その他

建 物 10年～50年

(有形固定資産｢その他｣)

構 築 物 10年～45年
(有形固定資産｢その他｣)
工具器具備品 　5年～15年



当中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

(３)退職給付引当金 (３)退職給付引当金 (３)退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、 　同左 　従業員の退職給付に備えるため､
当事業年度末における退職給付債務 当事業年度末における退職給付債務
の見込額に基づき、当中間会計期間 の見込額に基づき、当事業年度末に
末において発生していると認められる おいて発生していると認められる額を
額を計上しております。 計上しております。
  数理計算上の差異については発生   数理計算上の差異については発生
年度の翌期において一括処理するこ 年度の翌期において一括処理するこ
ととしており、当中間会計期間におい ととしております。
てはその2分の1を計上しております。

(4)役員退職慰労引当金 (4)役員退職慰労引当金 (4)役員退職慰労引当金
　役員の退職慰労金の支出に備える 　同左 　役員の退職慰労金の支出に備える
ため、役員退職慰労金内規による中 ため、役員退職慰労金内規による
間期末要支給額の100％を計上して 期末要支給額の100％を計上して
おります。 おります。
　なお、役員退職慰労金内規におい 　なお、役員退職慰労金内規におい
て、役員退職慰労金は平成12年3月 て、役員退職慰労金は平成12年3月
31日までの役員退職慰労引当金残高 31日までの役員退職慰労引当金残高
を限度とすることとしたため、平成12年 を限度とすることとしたため、平成12年
4月1日以降の要支給額の増加はあり 4月1日以降の要支給額の増加はあり
ません。 ません。

4.リース取引の処理方法 4.リース取引の処理方法 4.リース取引の処理方法
 　リース物件の所有権が借主に移転 　同左 　同左
すると認められるもの以外のファイナン
ス・リース取引については、通常の賃
貸借取引に係る方法に準じた会計処
理によっております。

5.消費税等の会計処理方法 5.消費税等の会計処理方法 5.消費税等の会計処理方法
　税抜方式によっております。 　同左 　同左

)至　平成17年 9月30日至　平成16年 9月30日 至　平成17年 3月31日
自　平成16年 4月 1日 ) ( 自　平成16年 4月 1日)( 自　平成17年 4月 1日(



会計処理の変更

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

（固定資産の減損に係る会計基準）
　
　当中間会計期間より固定資産
の減損に係る会計基準（「固定
資産の減損に係る会計基準の設
定に関する意見書」（企業会計
審議会　平成14年8月9日））及
び「固定資産の減損に係る会計
基準の適用指針」（企業会計基
準適用指針第6号 平成15年10月
31日）を適用しております。
　これにより、営業利益及び経
常利益が595千円増加し、税引
前中間純利益は121,052千円減
少しております。
　なお、減損損失累計額につい
ては、改正後の中間財務諸表等
規則に基づき当該各資産の金額
から直接控除しております。

( 自　平成16年 4月 1日 ) ( )至　平成16年 9月30日 至　平成17年 9月30日 至　平成17年 3月31日
自　平成17年 4月 1日 ) ( 自　平成16年 4月 1日



注記事項
（中間貸借対照表関係）

前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度末
( ) ( ) ( )

1.有形固定資産の
　減価償却累計額 千円 千円 千円

2.担保に供している資産及
　びこれに対応する債務
(1)担保に供している資産
建物 千円 千円 千円
土地 千円 千円 千円
投資有価証券 千円 千円 千円

千円 千円 千円
(2)上記に対応する債務
支払手形 千円 千円 千円
買掛金 千円 千円 千円
短期借入金 千円 千円 千円
長期借入金 千円 千円 千円

千円 千円 千円

(注)支払手形及び買掛金に対す 　同左(注)支払手形及び買掛金に対す (注)支払手形及び買掛金に対す
　る根抵当権極度額は、 　る根抵当権極度額は、 　る根抵当権極度額は、
　311,000千円であります。 　300,000千円であります。 　311,000千円であります。

3.会社が保有する自己 普通株式 株 普通株式 株 普通株式 株
株式の数

4.消費税等の取り扱い
仮払消費税等及び仮受消費税 　同左
等は相殺のうえ、流動負債の
「その他」に含めて表示しており
ます。

1,265,673 1,270,556

1,053,610

1,589,913

75,485

300,000
100,000 300,000

150,000 ─　

平成16年 9月30日 平成17年 3月31日

1,791,6331,754,641

平成17年 9月30日

1,834,048

1,159,456

285,255
798,715

131,245
1,058,668
400,000

52,476
813,196

276,340

62,151
758,404

1,152,646

268,216
798,715
72,54085,715

798,715

1,147,596

867,330 1,008,330



（中間損益計算書関係）

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

１.減価償却実施額
有形固定資産 千円 千円 千円
無形固定資産 千円 千円 千円

2.営業外収益のうち
　主要なもの
受取利息 千円 千円 千円
仕入割引 千円 千円 千円
受取手数料 千円 千円 千円

3.営業外費用のうち
　主要なもの
支払利息 千円 千円 千円
売上割引 千円 千円 千円

4.特別利益のうち
 主要なもの
貸倒引当金戻入益 千円 千円 千円

5.特別損失のうち
 主要なもの
減損損失 当社は、当中間会計期

間において以下のとおり
減損損失を計上いたしま
した。

(1)減損損失を認識した
資産

場所
千葉県
千葉市

(2)減損損失の認識に至った
経緯
　当初想定していた収益を
見込めなくなったことや
継続的な地価の下落など
により減損損失を認識し
ております。

(3)減損損失の金額
建物 千円
土地 千円
計 千円

(4)資産のグルーピングの
方法
管理会計上の事業毎又は
物件･店舗毎に資産の
グルーピングを行って
おります。

(5)回収可能価額の算定方法

使用価値により測定してお
り、将来キャッシュ・フロ
ーを6.0％で割り引いて算定
しております。

土地

16,098

105,549

121,648

用途
賃貸物件

種類
建物及び

91,45212,155

18,081

12,748 25,398
16,420 17,127

12,620
33,238

8,975 773
151,870

44,996

1,525

41,880

1,955
296,353143,218

6,717
88,935

（ 自 平成16年 4月 1日至 平成16年 9月30日 ） （ ）至 平成17年 3月31日（ 自 平成16年 4月 1日

14,068

3,794

42,292
6,437

）至 平成17年 9月30日
自 平成17年 4月 1日



（リース取引関係）

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

（借　　手） （借　　手） （借　　手）

リース物件の所有権
が借主に移転すると ①リース物件の取得価額相当 ①リース物件の取得価額相当 ①リース物件の取得価額相当

認められるもの以外 　額、減価償却累計額相当額 　額、減価償却累計額相当額 　額、減価償却累計額相当額

のファイナンス・リー 　及び中間期末残高相当額 　及び中間期末残高相当額 　及び期末残高相当額
ス取引

千円 千円 千円
千円 千円 千円
千円 千円 千円

　無形固定資産 　無形固定資産 　無形固定資産

千円 千円 千円
千円 千円 千円
千円 千円 千円

　合計 　合計 　合計

千円 千円 千円
千円 千円 千円
千円 千円 千円

②未経過リース料中間期末残 ②未経過リース料中間期末残 ②未経過リース料期末残高相
　高相当額 　高相当額 　当額

１　　年　　内 千円 千円 千円

１　　年　　超 千円 千円 千円

　　合　　計 千円 千円 千円

なお、取得価額相当額及び  同左 なお、取得価額相当額及び
未経過リース料中間期末残 未経過リース料期末残高相
高相当額は、有形固定資産 当額は、有形固定資産の期
の中間期末残高等に占める 末残高等に占める未経過リ
未経過リース料中間期末残 ース料期末残高相当額の割
高相当額の割合が低いため 合が低いため「支払利子込み
「支払利子込み法」により 法」により算定しております。

算定しております。

③支払リース料及び減価償 ③支払リース料及び減価償 ③支払リース料及び減価償
　却費相当額 　却費相当額 　却費相当額

千円 千円 千円
千円 千円 千円

④減価償却費相当額の算定 ④減価償却費相当額の算定 ④減価償却費相当額の算定
　方法 　方法 　方法

リース期間を耐用年数とし、  同左  同左
残存価額を零とする定額法
によっております。

オペレーティング・ （借　　手） （借　　手） （借　　手）

リース取引
①未経過リース料 ①未経過リース料 ①未経過リース料

１　　年　　内 千円 千円 千円

１　　年　　超 千円 千円 千円

　　合　　計 千円 千円 千円

（減損損失） リース資産に配分された
減損損失はありません。

）工具・器
具・備品
） その他（工具・器具・備品）

（ ）自 平成17年 4月 1日
至 平成17年 9月30日

自 平成16年 4月 1日
至 平成17年 3月31日）（（

（工具・器
具・備品

）自 平成16年 4月 1日
至 平成16年 9月30日

取 得 価 額 相 当 額

減価償却累計額相当額

その他

91,869
29,512

4,795
8,611
13,407

中間期末(期末)残高相当額

支 払 リー ス 料
減価償却費相当額

16,775
31,514

15,626
15,626

3,338
6,187
9,526

3,338
4,518
7,857

14,738 17,886
49,765

その他（

31,514 62,357

151,677
120,163

5,994

9,999
9,999

67,049

26,681
26,681

93,567

17,580
49,468

67,651

26,518
67,049

97,863
30,211
67,651

93,567

67,049

取 得 価 額 相 当 額

減価償却累計額相当額

中間期末(期末)残高相当額

取 得 価 額 相 当 額

減価償却累計額相当額

中間期末(期末)残高相当額

151,677
120,163
31,514

26,518

　　― 　　―
　　―
　　―

699
5,294

　　―
　　―



（有価証券関係）

前中間会計期間（平成16年9月30日現在）
　子会社株式で時価のあるもの
　　該当事項はありません。

当中間会計期間（平成17年9月30日現在）
　子会社株式で時価のあるもの
　　該当事項はありません。

前事業年度（平成17年3月31日現在）
　子会社株式で時価のあるもの
　　該当事項はありません。




